
大阪府浄化槽行政連絡協議会設置要綱
（設置）
第1条 大阪府内に設置される浄化槽に関して、建築、衛生及び生活環境行政の相互間の連絡調整を図るとともに、浄化槽行政の推進のため、大阪府浄化槽行政連絡協議会（以下、「浄連協」という。）を設置する。
（所掌事務）
第2条 浄連協は、次に掲げる事項について、調整審議する。
　　一　浄化槽関連事項の協議及び一般社団法人大阪府環境水質指導協会（以下、「協会」という。）との調整に関する事項。
　　二　　大阪府浄化槽取扱要綱（以下、「取扱要綱」という。）第4条第2項の規定による浄化槽設備士の承認に関する事項。
（組織）
第3条 浄連協は、次に掲げる行政機関等で構成する。
　　一　府都市整備部住宅建築局建築環境課
　　二　府都市整備部住宅建築局建築指導室審査指導課
　　三　府健康医療部生活衛生室環境衛生課及び府健康医療部生活衛生室環境衛生課が推
        薦する保健所
　　四　府環境農林水産部環境管理室事業所指導課
　　五　地方独立行政法人　大阪健康安全基盤研究所
　　六　府内特定行政庁建築主務課
　　七　保健所を設置する市の浄化槽関係主務課
　　八　浄化槽法に基づく浄化槽の設置に関する届出受理等の事務権限の移譲を受けた市町村の浄化槽関係主務課
　　九　その他浄連協が承認した浄化槽関係行政機関等
（会長）
第4条 本会の会長は、府都市整備部住宅建築局建築環境課長が、これに当たるものとし会務を処理する。会長に事故等があるときは、あらかじめ会長が指名した者が会長を代行する。
（会議）
第5条 浄連協の会議は会長が議事に応じて第3条に規定する行政機関等を招集する。
　　２　会議の議長は、会長が指名した者がこれにあたる。
３　会議は、会長の判断により、書面による開催とすることができる。
（部会）
第6条 浄連協に、特別の事項を調査審議する必要があるときは、部会を置くことができる。
　　２　部会に属する者は、会長が指名する。なお、会長が必要と認める場合は、浄連協の構成機関以外の者に出席を求めることができる。
　　３　部会に部会長を置き、部会員の互選によって定める。
　　４　部会長は、部会の会務を掌理し、部会における審議の状況及び結果を会議に報告する。
（事務局）
第7条 浄連協の事務局は、府都市整備部住宅建築局建築環境課内に置き、会長の指示により、会務を処理する。
第8条 （委任）
第9条 この要綱に定めるもののほか、浄連協の運営に関する必要な事項は、会長が定める。
付　則
　１　この要綱は、昭和61年10月1日から実施する。
　２　大阪府下特定行政庁浄化槽連絡協議会会則（昭和56年6月1日制定）は、廃止する。
付　則
　この要綱は、平成11年１月7日から実施する。
付　則
　この要綱は、平成13年4月1日から実施する。
付　則
　この要綱は、平成14年4月1日から実施する。
付　則
　この要綱は、平成17年4月1日から実施する。
付　則
この要綱は、平成18年4月1日から実施する。
付　則
この要綱は、平成21年4月1日から実施する。
付　則
この要綱は、平成22年4月1日から実施する。
付　則
この要綱は、平成23年1月28日から実施する。
付　則
この要綱は、平成24年2月1日から実施する。
付　則
この要綱は、平成25年1月4日から実施する。
付　則
この要綱は、平成26年1月21日から実施する。
付　則
この要綱は、平成27年1月27日から実施する。
付　則
この要綱は、平成28年３月28日から実施する。
付　則
この要綱は、平成30年２月７日から実施する。
付　則
この要綱は、令和４年６月30日から実施する。
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